大阪府国民保護計画変更のポイント
　１　国が定める「国民の保護に関する基本指針」の改正に伴うもの
　　○　現地調整所の設置

　　　　　現地関係機関の部隊が現場で活動を円滑に調整するための現地調整所の設置について、これまでの訓練の成果等を踏まえ、計画に明記した。

○　国の現地対策本部長が開催する合同対策協議会への参加

　　　　国の現地対策本部長が、合同対策協議会を開催する場合、府対策本部長等の出席について計画に明記した。
○　安否情報システムの運用開始に伴う変更

　　　　安否情報システムの運用開始を受け同システムの利用について計画に明記した。
２　府の防災・危機管理体制等の見直し
　　○　職員の配備体制の変更（５段階⇒３段階）

　　　　　参集体制の強化を図った。

○　相互応援協定の締結に伴う記載内容の変更

　　　　　相互応援協定の名称を具体的に記載した。

　３　その他、計画上の表記の変更等（主なもの）
　○　平成21年４月の府の組織改正に伴う変更
「府国民保護対策本部の組織」「府防災・危機管理指令部の組織」「各部局における業務」の表中の部局名等を変更した。
　　○　統計数値等の変更　
　　　　　統計数値等の情報を時点修正した。










































